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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である日本規格協会

（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業大臣が制定し

た日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 C 62733：0000 
 (IEC 62733：2015) 

電気光源用電子制御装置に組み込まれるプログラム

可能な部品 － 一般要求事項及び安全要求事項 
Programmable components in electronic controlgear for electric light sources  

– General and safety requirements 
 
 

序文 

この規格は，2015 年に第 1 版として発行された IEC 62733 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，JIS C 8147 規格群を対象とする製品に使用されるプログラム可能な部品に対する一般要求

事項及び安全要求事項を規定する。 

この規格の要求事項は，電気光源用電子制御装置内のプログラム可能な部品（組込みソフトウェアを含

む）だけに適用する。電気光源用電子制御装置内のその他の電気／電子回路及びその構成部品については，

規格群の要求事項を適用する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 62733:2015， Programmable components in electronic lamp controlgear –  General and safety 

requirements（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS C 0508-5:2019 電気・電子・プログラマブル電子安全関連系の機能安全－第 5 部：安全度水準決

定方法の事例 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 61508-5:2010, Functional safety of 
electrical/electronic/programmable electronic safety- related systems – Part 5: Examples of methods 
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for the determination of safety integrity levels 

JIS C 8147-1 ランプ制御装置－第 1 部：通則及び安全性要求事項 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 61347-1 Lamp controlgear – Part 1: General and safety 
requirements 

JIS C 8147-2（規格群） ランプ制御装置－第 2 部：個別要求事項 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 61347-2 (all parts), Lamp controlgear – Part 2: Particular 
requirements 

IEC 61000-4-13:2002 ＋ AMD1:2009, Electromagnetic compatibility (EMC) – Part 4-13: Testing and 
measurement techniques – Harmonics and interharmonics including mains signalling at a.c. power port, low 
frequency immunity tests 

IEC 61547:2009, Equipment for general lighting purposes – EMC immunity requirements 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

3.1 
中央処理装置，CPU（central processing unit） 

命令を解釈して実行する演算及び制御システムの一部 

3.2 
プログラム可能な部品（programmable component） 

ハードウェア，ソフトウェア，並びに入力及び／又は出力装置から成るコンピュータ技術に基づく部品 

例 次に示すものは，全てプログラム可能な部品である。 

－ マイクロプロセッサ 

－ マイクロコントローラ 

－ プログラマブルコントローラ 

－ 特定用途向け集積回路（プログラマブル部分をもつ ASIC） 

－ プログラマブル論理コントローラ（PLC） 

－ その他のコンピュータ関連装置（例えば，スマート・センサ，トランスミッタ，アクチュエ

ータなど） 

注釈 1 この用語は，1 個以上の中央処理装置（CPU）及び関連する記憶装置などから成るマイクロエレ

クトロニクスを包括する。 

注釈 2 プログラム可能な部品の用語は ANSI/UL1998:2010 の 2.39 に定義されている。プログラム可能

な部品の ANSI/UL での定義とは，“設計センター，工場，又は現地においてプログラムするこ

とができる全てのマイクロエレクトロニクスのハードウェア。ここで用語 “プログラム可能な

（programmable）”とは，部品を制御するソフトウェアを変更することが可能な全ての方法”の

こと。この用語は，一つ以上の CPU 及び接続するメモリなどに基づくマイクロエレクトロニク

スデバイスを含む。 
（出典：JIS C 0508-4:2012 の 3.2.12 を修正 プログラム可能な電子“programmable electronic”はプロ

グラム可能な部品“programmable component”に変換することで，プログラム可能な部品が制御装置の一

部だけであることをより明確にしている。） 
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3.3 
プログラム可能な保護部品，PPC（protective programmable component） 

故障状態の下で危険状態を防ぐプログラム可能な部品又はプログラム可能な部品からの出力信号がいず

れも危険状態に至らないようなプログラム可能な部品 

3.4 
ソフトウェア（software） 

データ処理機構の運用に関係があるプログラム，手順，データ，ルール及び任意の付随する文書を含む

知的創造物 
（出典：JIS C 0508-4:2012 の 3.2.5 を修正－注記を削除） 

3.5 
ソフトウェアコード（software code） 

高級言語で，プログラマによって書かれた人に可読なコード 

3.6 
安全ソフトウェア（safety software） 

異常及び／又は故障状態から発生する可能性のある危険状態を，抑制するソフトウェアの一部 

注釈 1 ソフトウェアは，それが記録される媒体とは区別される。 

3.7 
故障状態（fault condition） 

JIS C 8147-1 の箇条 14（故障状態）又はその関連する第 2 部規格群に書かれている状態 

3.8 
単一故障状態（single fault condition） 

一つの部品又は機器の通常の動作条件下での故障状態 
（出典：JIS C 62368-1:2022 の 3.3.7.9 を修正） 

3.9 
通常動作（normal operating） 
合理的に予想可能な通常使用の範囲における最も厳しい状態を、可能な限り忠実に再現する運転モード  

（出典：JIS C 62368-1:2022 の 3.3.7.4 を修正） 

3.10 
異常動作（abnormal operating） 

通常動作状態ではなく，機器自体の単一故障状態ではない一時的な動作状態 

注釈 1 異常動作状態は，機器又は人によって引き起こされる可能性がある。 

注釈 2 機器，施工、取扱及び仕様を調査し、合理的に発生することが予想される異常動作状態を特定

するのが望ましい。 

注釈 3 異常動作状態の直接的な結果である故障は，単一故障状態であるとみなされる。 
（出典：JIS C 62368-1:2022 の 3.3.7.1 を修正） 

3.11 
故障の木解析，FTA（fault tree analysis） 

ブール論理を使用して危険な又は重大な事象を解析し，その事象の原因となる一連の事象を結びつける

トップダウンで演えき（繹）的な故障の解析方法  
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注釈 1 FTA の手法は，“トップダウン”分析技術である。JIS C 0508-7:2017 の附属書 B は，FTA 報告

書の最小限のセットアップのための情報を提供する。 

3.12 
故障モード・影響解析，FMEA（failure modes and effects analysis） 

各ハードウェア及びソフトウェア部品の故障モードを識別し，制御の安全関連機能に及ぼすそれらの効

果について検査する分析的技術 

注釈 1 FMEA の手法は，“ボトムアップ”分析技術である。附属書 B は，FMEA 報告書の最低限の構

成のための情報を提供する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.20.3 を修正） 

3.13 
定格電圧（rated voltage） 

部品，デバイス又は機器に，動作及び性能特性に合わせて製造業者が付与する電圧の値 

注釈 1 機器は，複数の定格電圧値をもつことも，定格電圧範囲をもつこともある。 

注釈 2 三相電源は，相間電圧が適用される。 
（出典：JIS C 62368-1:2022 の 3.3.10.4 を修正） 

3.14 
許容可能なリスク（tolerable risk） 

5.2 で定義されるリスクレベル 

3.15 
許容不可能なリスク（intolerable risk） 

異常な状況を除いて，正当化できないリスクレベル 

3.16 
受容可能なリスク（acceptable risk） 

社会で広く受入れられるリスクレベル 

3.17 
ALARP（as low as reasonably practicable） 

受容可能なリスクと許容不可能なリスクの間に位置するリスクは，その受容によってもたらされる利益

を考慮し，更に削減することが現実的に可能な限り低いレベルまで削減されることが求められるリスクレ

ベル 

注釈 1 ALARP となるレベルの定義は，附属書 D に規定されている。 

注釈 2 この定義は，JIS C 0508-5:2019 の附属書 B による。この規格では，許容可能なリスクの可能性

があるデビエーションの一つとして用いられている。 

3.18 
傷害（injury） 

人体への損害（能力の欠如が 2 %より少ない。） 

注釈 1 通常は治癒が可能で，病院での手当を通常必要としない。例えば，軽い切り傷，極軽い骨折，

又は軽いやけど若しくは捻挫。 
 

3.19 
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重篤な傷害（serious injury） 
直接又は間接的に次のいずれかの状態に至る傷害 

a) 生命を脅かす 
b) 身体機能の永久的な障害，又は身体構造の永久的な損傷を引き起こす 
c) 身体機能の永久的な障害，又は身体構造の永久的な損傷を防ぐために，医療，又は手術の介入を余

儀なくされる 

3.20 
危険状態（hazardous situation） 

人への身体的傷害若しくは健康被害，又は財産若しくは環境への損害を引き起こす可能性のある要因に

さらされている状態 

4 一般要求事項 

制御装置内のプログラム可能な部品のソフトウェアを，通常の使用では，使用者及び周囲に危険を及ぼ

すことなく動作するよう，設計及び構築しなければならない。 

この規格のどの部分が適用可能であるかを決定するために，リスクアセスメントを行わなければならな

い。リスクアセスメントによって，制御装置が危険な状況になることを防ぐために使用される組込みソフ

トウェアが許容可能なリスクを超えるリスクをもつことが示されるならば，この規格は必須である。 

リスクアセスメントの中心は，JIS C 8147 の関連する第 2 部の規格の異常動作及び故障状態を含む制御

装置に起こり得るリスクとする。 

5 リスクアセスメント 

5.1 一般 

制御装置に起こり得るリスクは，リスクアセスメントの焦点でなければならない。リスクアセスメント

は，想定される使用条件を前提に，ソフトウェアの誤動作の可能性（JIS C 8147 の第 2 部に記載されてい

る制御装置の潜在的な内部故障状態及び異常動作に起因するリスクを含む）について，既知又は合理的に

予測できるリスクを特定し，分類しなければならない。 

リスクアセスメントによって，制御装置を不安全から守るために組み込まれるソフトウェアが許容可能

を上回るリスクがあること（かつ，追加のハードウェア手段によってリスクが低減されていない場合）が

示されれば，この規格の全ての部分が適用可能である。 

リスクアセスメントによって，リスクが許容可能であることを示せば，制御装置はこの規格に適合する。

この場合，この規格のリスクアセスメントを記載している部分だけが適用される。これは，この規格の箇

条 6，箇条 7 及び箇条 8 並びに附属書 A，附属書 B 及び附属書 C は適用されないことを意味する。 

プログラム可能な部品の安全リスクアセスメントによって，PPC と識別しない，又は PPC として評価し

ないという結果になれば，その構成部品はソフトウェアコードの評価を免除される。 

5.2 許容可能なリスクの特定 

許容可能なリスクを特定するには，三つの方法がある。 
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a) 潜在的なソフトウェアの不具合による影響が，ハードウェア（例えばハードウェアの過熱時シャット

ダウン）によって軽減して，制御装置が危険な状態にならないようにする場合，かつハードウェア及

び制御装置が JIS C 8147 規格群に適合するならば，そのリスクは許容可能と分類される。又は，潜在

的なソフトウェアの機能不良を軽減するために，第一の PPC から独立している第二の PPC を使うこ

とがある。 

b) 又は，より一般的な方法を使うことがある。 

1) 各々の安全に関する機能がハードウェアによって実現されていて，かつ JIS C 8147 規格群に適合し

ている類似の制御装置のリスクと，ソフトウェアを備える制御装置のリスクとが同じレベルであれ

ば，そのリスクは許容可能である。 

2) その目的は，少なくとも安全に関する機能をハードウェアによって実現しており，かつ JIS C 8147
規格群に適合する類似の制御装置と同じ安全レベルをもつている制御装置の安全レベルを（アセス

メントで）検証することである。類似の制御装置は実物であっても，JIS C 8147 規格群に適合する

既知のハードウェア制御装置（又はその一部）に基づく想像でもよい。 

c) 許容可能リスクを特定する代わりの方法は，附属書 D に記載された一般的なリスク分類によって規定

される。この場合，リスクが“合理的に実行可能な限りできるだけ低い（ALARP）”又はそれより低い

クラスであれば，リスクは許容可能である。 

5.3 文書化 

リスクアセスメント及びその結果は，製造業者が文書化しなければならない。 

このプロセスによって扱われる各リスクについて，リスクの記載及び潜在的な原因を提供しなければな

らない。 

潜在的な故障及び故障モードを文書化するために，故障の木解析（FTA）及び／又は故障モード・影響

解析（FMEA）を使うことがある。附属書 B は，FTA 及び FMEA の解析報告に対する最小限の構成.のため

の情報を規定する。FTA 技法は“トップダウン”解析技法を代表し，FMEA 技法は“ボトムアップ”解析

技法を代表している。 

リスクアセスメントの文書は，この規格への適合を示すために確認されることがある。 

6 異常動作及び故障状態に対する要求事項 

6.1 制御装置に適用する異常動作及び故障状態 

安全ソフトウェアは，JIS C 8147 規格群の該当する規格で与えられる故障及び異常状態の下で，試験し

なければならない。 

試験中及び試験後，制御装置は，JIS C 8147 規格群の該当する制御装置規格の基準に適合しなければな

らない。 

この箇条への適合を保証するために，制御装置のプログラム可能な部品が使用されるならば，ソフトウ

ェアはこの規格の PPC に対する箇条 7 及び箇条 8 の要求事項に適合しなければならない。 

PPC と識別されない，又は PPC として評価されないプログラム可能な部品は，ソフトウェアコードの評

価を免除する。附属書 C は，PPC の識別を可能にする方法を記載している。 
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PPC の安全規定の場合，箇条 7 及び箇条 8 への適合は，PPC を堅牢にし，PPC のあらゆる潜在的な故障

によって，制御装置を不安全にしない。 

6.2 プログラム可能な部品に対する故障状態 

プログラム可能な部品を組み込んでいる制御装置に対して，必要に応じて一つずつ，プログラム可能な

部品に対する次の故障状態を考慮する。 

a) 空間距離又は沿面距離が JIS C 8147-1 の該当する箇条に明示された値未満である場合の，プログラム

可能な部品の近接する端子間の機能絶縁の短絡 

注記 1 これは JIS C 8147-1 の 14.2（沿面距離及び空間距離の短絡）に含まれる。 

b) プログラム可能な部品のあらゆる端子の開放 

注記 2 これは JIS C 8147-1 の 14.3（半導体素子両端の短絡又は開放）に含まれる。 

c) ソフトウェアコードにアクセスできないならば，代わりに，安全リスクアセスメントに基づいて，プ

ログラム可能な部品の端子を不安全事象が発生することが予測される状態にする。 

d) c)の代わりとして，コードがアクセス可能であれば，プログラム可能な部品で発生する故障に対する

全ての出力を考慮する。安全リスクアセスメントによって，特定の出力信号が発生しそうにないこと

を示すことができれば，その該当する故障を考慮しない。プログラム可能な部品が PPC に対するこの

規格の箇条 7 及び箇条 8 の要求事項に適合するならば，該当する故障を考慮せずに除外することが可

能である。 

FTA 又は FMEA は，発生しそうか否かを考慮するためのさらなる故障状態の識別を目的に，出力及びプ

ログラム制御の双方向端子に対する複数の定常状態での結果を含むように，実施するのが望ましい。 

注記 3 開示されないプログラム可能な部品は，出力信号の FTA/FMEA 解析によって評価される。 

FTA 又は FMEA によって，特定の明確な重大故障状態だけが発生する結果となった場合，評価中の故障

状態の影響のシミュレーション又はその正当性は，個々の試験の代替え手段として選択することが可能で

ある。 

適合性は，必要に応じて，検査及び適格性試験によって確認される。 

試験中及び試験後，制御装置は，JIS C 8147-1 の 14.1（一般）の第 1 段落及び当該第 2 部の適合基準に

適合しなければならない。 

7 ソフトウェアに対する要求事項 

PPC を組み込んでいる制御装置では，プログラム可能な部品のソフトウェアは表 A.1 で規定する故障／

異常状態を制御する手段を含まなければならない。故障／異常の評価はソフトウェア安全機能に関連する

センサ及びアクチュエータを含む。 

表 A.2 は，JIS C 8147 の第 2 部に特定の構造又は特定の危険源に対して表 A.2 で規定する故障／異常状

態を制御するソフトウェア手段を含むことを規定されている場合に用いられる。 

表 A.2 で規定される故障／異常状態を制御するためのソフトウェアに用いられる手段は，表 A.1 で規定

される故障／異常状態を制御するためのソフトウェアに用いられる手段を本質的に許容している。 

適合性は，附属書 A の関連する要求事項に従うソフトウェアの評価によって確認する。 
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ソフトウェアを修正する場合，その修正が PPC を含む試験の結果に影響するならば，その評価及び関連

する試験をやり直す。 

ソフトウェアの適合性は，リスクアセスメント及びソフトウェアの関連する部分の検査，並びに／又は

制御装置の適切な試験の実施によって確認する。 

適合性の確認は，PPC 又は 6.2 d)の除外規定を利用する場合に確認する。 

8 EMC イミュニティに対する要求事項 

8.1 PPC を組込んでいる制御装置が正しく機能するために，電源電圧の降下による動作の中断後の動作

サイクルにおけるあらゆる時点での再起動が危険源とならない場合を除いて，8.2 B の試験を実施する。

8.2 B の試験は，電源電圧の降下，瞬断，変動中にプログラム可能な部品の電源電圧を維持するよう意図し

た全ての電池及び他の部品を取り除いた後に実施する。 

8.2 PPC を組み込んでいる制御装置に，電磁現象の試験を実施する。該当するならば，この規格の箇条 6
に規定される PPC が有効な動作状態で，試験を実施する。 

電磁現象に関する EMC イミュニティ試験は，IEC 61547 に従って実施しなければならない。 
加えて，次の試験を実施しなければならない。 

A. 制御装置は，IEC 61000-4-13:2002＋AMD1:2009 の表 10 による周波数ステップを用いた試験レベルク

ラス 2 として，表 11 に従った電源信号が適用される。 

B. 定格電圧で制御装置に給電し，通常動作で運転する。約 60 秒後に，制御装置が使用者の入力に応答す

ることを止めるか，又はプログラム可能な部品によって制御される部分が運転を停止するかのいずれ

かが先に発生するレベルまで，電源電圧を減少させる。この電源電圧の値を記録する。定格電圧で制

御装置に給電し，通常動作で運転する。次に，電圧を記録した電圧よりも約 10 %低い値まで減少させ

る。電圧をこの値で約 60 秒間保ち，次に定格電圧まで増大させる。電源電圧の減少率及び増大率は，

約 10 V/s とする。制御装置は，安全なままでなければならない。制御装置は，通常運転へ戻るまで，

フェールセーフモードにいなければならない。 

8.3 試験中及び試験後に，制御装置は JIS C 8147-1 の箇条 14（故障状態）及び当該第 2 部の適合基準に

適合しなければならない。 

加えて，制御装置は危険な機能不良を起こしてはならず，制御装置が動作可能であれば，PPC に故障が

あってはならない。 
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附属書 A 
（規定） 

ソフトウェア評価 

A.1 一般 

表 A.1 又は表 A.2 に規定する故障／エラー状態を，制御するための手段を含むソフトウェアを必要とす

る PPC は，この附属書の要求事項に従って妥当性を確認しなければならない。 

注記 定義，表 A.1 及び表 A.2 は，JIS C 9730-1:2019 の定義及び表 H.1（表中のそれぞれが，クラス B
及びクラス C ソフトウェアと同等）を基にしており，この附属書のために，一般的な故障／エラ

ー状態の表 A.1 と特定の故障／エラー状態の表 A.2 との二つの表に分割している。 

A.2 ソフトウェアを用いる PPC 

表 A.1 又は表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要とす

る PPC は，この規格への適合性を損なわないように構成しなければならない。 

適合性は，検査及びこの附属書の要求事項に従った試験によって，並びにこの附属書で要求する文章を

調べることによって判定する。 

A.3 用語及び定義 

この附属書の用語及び定義を示す。 

A.3.1 
デュアルチャネル（dual channel） 

規定の動作を実施するために，2 個の相互に独立した機能的手段を含む構造 

注釈 1 共通モードの故障／エラーの制御のために特別な規定を設けてもよい。2 個のチャネルそれぞ

れが，アルゴリズム又は論理的な性質である必要はない。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.1 を修正） 

A.3.2 
比較付きデュアルチャネル（異質形）［dual channel (diverse) with comparison］ 

それぞれ製造業者が宣言した応答をすることが可能な，2 個の異なる相互に独立した機能的手段を含

み，故障／エラー認識のために出力信号の比較を実施するデュアルチャネル構造 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.2 を修正） 

A.3.3 
比較付きデュアルチャネル（同質形）［dual channel (homogeneous) with comparison］ 

それぞれ製造業者が宣言した応答をすることが可能な，2 個の同一で相互に独立した機能的手段を含

み，故障／エラー認識のために内部信号又は出力信号の比較を実施するデュアルチャネル構造 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.3 を修正） 

A.3.4 
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単一チャネル（single channel） 
規定の動作を実施するために，単一の機能的手段をもつ構造 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.4） 

A.3.5 
機能試験付き単一チャネル（single channel with functional test） 

動作に先立ち，試験データを機能ユニットに入力する単一チャネル構造 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.5 を修正） 

A.3.6 
定期的自己診断付き単一チャネル（single channel with periodic self-test） 

制御装置の構成部品を，運転中に定期的に診断する単一チャネル構造 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.6 を修正） 

A.3.7 
定期的自己診断及びモニタ付き単一チャネル（single channel with periodic self-test and monitoring） 

独立した手段（それぞれ，指定する応答を提供可能である。）が安全関連タイミング，順序及びソフト

ウェア動作の応答をモニタする，定期的自己診断付き単一チャネル 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.16.7 を修正） 

A.3.8 
全バス冗長性（full bus redundancy） 

全冗長データ及び／又はアドレスを，冗長バス構造の方法によって備える故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.1.1 を修正） 

A.3.9 
多重ビットバスパリティ（multi-bit bus parity） 

バス幅を複数のビットによって拡張し，これらの追加したビットをエラー検出のために用いる故障／エ

ラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.1.2 を修正） 

A.3.10 
コードの安全性（code safety） 

入力及び出力情報中の同時発生するエラー及び／又はシステムエラーに対する保護を，データ冗長性及

び／又は転送冗長性を用いることによって提供する故障／エラー制御技法 

注釈 1 A3.11 及び A3.12 参照 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.2 を修正） 

A.3.11 
データ冗長性（data redundancy） 

冗長データを扱うストレージによって実現される，コードの安全性の形式 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.2.1 を修正） 

A.3.12 
転送冗長性（transfer redundancy） 

データを複数回連続転送して比較する，コードの安全性の形式 

注釈 1 この技術は，間欠的エラーを認識可能である。 



11 
C 62733：0000 IEC 62733：2015 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.2.2 を修正） 

A.3.13 
コンパレータ（comparator） 

2 個のチャネルからのデータを比較し，異なる値を検出すると宣言した応答を開始する、デュアルチャ

ネル構造中の故障／エラー制御に使用する装置 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.3 を修正） 

A.3.14 
等価性クラス試験（equivalence class test） 

命令の解読及び実施が適正に動作するかどうかを決定する目的のシステム試験 

注釈 1 試験データは，CPU 命令仕様から得られる。 

注釈 2 類似の命令をグループに分類し，入力データの組は特定データ間隔（等価クラス）に小分割す

る。1 個のグループプロセス内の各命令は，グループ全体が試験データの組全体を処理するよ

うに，1 個以上の試験データを処理する。試験データは，次から作ることが可能である。 

－有効範囲からのデータ 

－無効範囲からのデータ 

－境界からのデータ 

－上限値，下限値及びそれらの組合せ 

注釈 3 グループ内の試験は，グループ全体が全てのアドレスモードを実施するように，異なるアドレ

スモードで動作させる。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.5 を修正） 

A.3.15 
エラー認識手段（error recognizing means） 

このシステム内部においてエラーを認識する目的のために設けた独立手段 

例 モニタ装置，コンパレータ及びコード発生装置 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.6） 

A.3.16 
入力比較（input comparison） 

規定の許容差内にあるように設計された入力どうしを比較する故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.8 を修正） 

A.3.17 
内部エラー検出（internal error detecting） 
内部エラー訂正（internal error correcting） 

エラーを検出又は訂正するための特殊回路構成を組み込んだ故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.9 を修正） 

A.3.18 
周波数モニタ（frequency monitoring） 

クロック周波数を独立した固定周波数と比較する故障／エラー制御技法 

例 電源周波数との比較 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.10.1 を修正） 
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A.3.19 
プログラム順序の論理的モニタ（logical monitoring of the program sequence） 

プログラム順序の論理的遂行をモニタする故障／エラー制御技法 

例 プログラム内のルーチン若しくは選択したデータの計数，又は独立したモニタ装置の使用 

（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.10.2 を修正） 

A.3.20 
タイムスロット及び論理的モニタ（time-slot and logical monitoring） 

プログラム順序の論理的モニタ（A.3.19）及びプログラム順序のタイムスロットモニタ（A.3.21）を組

合せた故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.10.3 を修正） 

A.3.21 
プログラム順序のタイムスロットモニタ（time-slot monitoring of the program sequence） 

独立したタイムベースをもつタイミングデバイスが，プログラム機能及び順序をモニタするために定期

的にトリガをかける故障／エラー制御技法 

例 ウォッチドッグタイマ 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.10.4 を修正） 

A.3.22 
多重並列出力（multiple parallel outputs） 

複数の独立出力を，動作上のエラー検出のために，又は独立した複数のコンパレータのために供給する

故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.11 を修正） 

A.3.23 
出力検証（output verification） 

複数の出力を独立した複数の入力と比較する故障／エラー制御技法 

注釈 1 この技術は，エラーを欠陥出力に関連させても，させなくてもよい。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.12 を修正） 

A.3.24 
信頼性検査（plausibility check） 

プログラムの実行，入力又は出力を，認めることができないプログラム順序，タイミング又はデータに

対して検査する故障／エラー制御技法 

例 あるサイクル数の完了後の追加割込みの導入又はゼロによる除算チェックである。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.13 を修正） 

A.3.25 
プロトコル試験（protocol test） 

内部通信プロトコルにおけるエラーを検出するために，データをコンピュータ構成部品との間で転送す

る故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.14 を修正） 

A.3.26 
相互交換比較（reciprocal comparison） 
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2 個の処理装置間で相互的に交換されたデータについて比較を実施する，デュアルチャネル（同質形）

構造の中で使用する故障／エラー制御技法 

注釈 1 相互的とは，類似データの交換を示す。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.15 を修正） 

A.3.27 
冗長モニタ（redundant monitoring） 

同一のタスクを実行するための，例えば，ウォッチドッグ装置及びコンパレータのような，複数の独立

手段の利用 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.17） 

A.3.28 
計画伝送（scheduled transmission） 

特定の送信機からの情報が，時間及び順序のあらかじめ決定された点においてだけ送信されることが許

されており，そうでなければ受信機はそれを通信エラーとして処理する通信手順 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.18 を修正） 

A.3.29 
試験済みモニタ（tested monitoring） 

開始時又は動作中に定期的に試験されるウォッチドック装置及びコンパレータのような（ソフトウェア

から）独立したモニタ手段の設置 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.21） 

A.3.30 
試験用パターン（testing pattern） 

制御装置の入力装置，出力装置及びインタフェースの定期的試験のために用いる故障／エラー制御技法 

注釈 1 試験用パターンをそのユニットに入力し，その結果を期待値と比較する。試験用パターンの入

力及び結果の評価は相互に独立した手段を使用する。試験用パターンは，制御装置の適切な動

作に影響を与えないように構成する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.22 を修正） 

A.3.31 
アブラハム試験（Abraham test） 

メモリセル間の全ての結合故障及び縮退を識別する，可変メモリパターンの特定の形態 

注釈 1 全メモリ試験を実施するために，要求される動作数は約 30n である。ここで n は，メモリ中の

セル数である。試験は，メモリを区画化し，異なる時間セグメントにおいて各区画を試験する

ことによって，動作サイクル中の使用に対して透過性にしてもよい。 

注釈 2 Abraham, J.A.: Thatte, S.M.:“Fault coverage of test programs for a microprocessor”, Proceedings of the 
IEEE Test Conference 1979, pp 18-22.参照。 

（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.1） 

A.3.32 
透過性ガルパット試験（transparent GALPAT test） 

最初に，試験するメモリの範囲の内容を代表して署名ワードを形成し，このワードを保管するガルパッ

トメモリ試験 

注釈 1 試験するセルは逆の値を書込み，この試験を上記のとおりに実行する。残りのセルは個別的に
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は検査しないが，第 2 署名ワードの形成及び第 2 署名ワードとの比較によって検査する。次に，

第 2 試験を，先に逆にした値を試験用セルに逆に書き込むことによって上記のとおりに実行す

る。 

注釈 2 この技術は，メモリセル間のインタフェースにおけるエラーだけでなく，全ての静的ビットエ

ラーを検出する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.2.1） 

A.3.33 
変形チェックサム（modified checksum） 
メモリ中の全てのワードの内容を代表する単一ワードを発生し，保管する故障／エラー制御技法 

注釈 1 自己診断中，チェックサムを同一のアルゴリズムによって形成し，保管したチェックサムと比

較する。 

注釈 2 この技術は，全ての奇数エラー及び幾つかの偶数エラーを認識する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.3.1 を修正） 

A.3.34 
多重チェックサム（multiple checksum） 
試験するメモリ領域の内容を代表する複数の別のワードを発生し，保管する故障／エラー制御技法 

注釈 1 自己診断中，チェックサムを同一のアルゴリズムによって形成し，その領域に保管したチェッ

クサムと比較する。 

注釈 2 この技術は，全ての奇数エラー及び幾つかの偶数エラーを認識する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.3.2 を修正） 

A.3.35 
CRC-単一ワード（CRC – single word） 

メモリの内容を代表する単一ワードを発生する故障／エラー制御技法 

注釈 1 自己診断中，同一のアルゴリズムによって，もう一つの署名ワードを発生し，保管したワード

と比較する。 

注釈 2 この技術は，全ての 1 ビットエラー及び高い確率での多重ビットエラーを認識する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.4.1 を修正） 

A.3.36 
CRC-二重ワード（CRC – double word） 

メモリの内容を代表する複数のワードを発生する故障／エラー制御技法 

注釈 1 自己診断中，同一のアルゴリズムによって同数の署名ワードを発生し，保管したワードと比較

する。 

注釈 2 この技術は，1 ビットエラー及び CRC－単一ワードの場合よりも高い精度で多重ビットエラー

を認識可能である。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.4.2 を修正） 

A.3.37 
比較付き冗長メモリ（redundant memory with comparison） 

メモリの安全性関連内容を，エラー制御のために比較できるように，異なる領域に，異なる書式で 2 回

記憶する構造 
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（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.5 を修正） 

A.3.38 
静的メモリ試験（static memory test） 

静的エラーだけを検出することを意図した故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.6 を修正） 

A.3.39 
ウォークパットメモリ試験（walkpat memory test） 

通常の動作状態のように，標準データパターンを試験中のメモリ領域に書き込む故障／エラー制御技法 

注釈 1 ビット反転を第 1 セルについて実行し，残りのメモリ領域を検査する。次に，第 1 セルを再び

反転し，そのメモリを検査する。このプロセスを試験中の全てのメモリセルについて繰り返す。

第 2 の試験は，試験中のメモリ中の全てのセルのビット反転を実行し，上記のように進めるこ

とによって実施する。 

注釈 2 この技術は，メモリセル間のインタフェース中のエラーだけでなく，全ての静的なビットエラ

ーを認識する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.7 を修正） 

A.3.40 
多重ビット冗長性によるワードの保護（word protection with multi-bit redundancy） 

試験中のメモリ領域の各ワードにおいて，冗長ビットを生成して保管し，各ワードを読み取るときパリ

ティチェックを行う故障／エラー制御技法 

例 幾つかの 3 ビットエラー及び多重ビットエラーだけでなく，全ての 1 ビットエラー及び 2 ビットエ

ラーを認識するハミングコードである。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.8.1 を修正） 

A.3.41 
単一ビット冗長性によるワードの保護（word protection with single bit redundancy） 
 単一ビットの偶数パリティ又は奇数パリティを作り，試験中のメモリ領域の各ワードに追加及び保管

し，各ワードを読み取るときパリティチェックを行う故障／エラー制御技法 

注釈 1 この技術は，全ての奇数ビットエラーを認識する。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.8.2 を修正） 

A.3.42 
単一ビットバスパリティ（single bit bus parity） 

バスを 1 ビットだけ拡張し，この追加したビットを，エラー検出のために用いる故障／エラー制御技法 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.1.3 を修正） 

A.3.43 
チェッカボードメモリ試験（checkerboard memory test） 

0 及び 1 のチェッカボードパターンを試験中のメモリ領域に書込み，セルを対で検査する静的メモリ試

験 

注釈 1 各対の第 1 セルのアドレスは可変であって，第 2 のセルのアドレスは第 1 アドレスのビット極

性反転から得られる。第 1 の検査においては，まず可変アドレスをメモリのアドレススペース

の終端まで増加し，次に，その元の値まで減らす。試験は，チェッカボードパターンの極性を

反転して繰り返す。 
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（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.6.1 を修正） 

A.3.44 
マーチングメモリ試験（marching memory test） 

通常動作状態のように，試験中のメモリ領域に対して，データを書き込む静的メモリ試験 

注釈 1 あらゆるセルを昇順で検査し，内容についてビット反転を実行する。次に，検査及びビット反

転を降順で繰り返す。その後，このプロセスを，初めに試験した全てのメモリセルについてビ

ット反転を実行した後に繰り返す。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.19.6.2 を修正） 

A.3.45 
縮退故障モデル（stuck-at fault model） 

回路の開放状態又は信号レベルが変化しない状態を表す故障モデル 

注釈 1 これらは通常，“開放縮退”，“1 縮退”又は“0 縮退”として引用される。 

A.3.46 
DC 故障モデル（d.c. fault model） 

信号線間に短絡回路を含む，縮退故障モデル 

注釈 1 試験中は装置内で幾つもの短絡が起こることがあるので，通常，該当信号線間の短絡だけを考

慮する。信号線を逆の論理レベルに駆動しようとするときでも，信号の論理が変化しないよう

に信号論理判定レベル（しきい値）は定義される。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.4 を修正） 

A.3.47 
ソフトウェア多様性（software diversity） 

ソフトウェアの全体又は部分が代替ソフトウェアコードの形式で 2 回組み込まれる故障／エラー制御技

法 

注釈 1 例えば，ソフトウェアコードの代替形式は，異なるプログラマ，異なる言語又は異なるコンパ

イリングスキームによって作り出されてもよく，また，異なるハードウェアチャネル又は単一

チャネル内の異なる記憶域に常駐してもよい。 
（出典：JIS C 9730-1:2019 の H.2.18.19 を修正） 

A.4 構造の要求事項 

A.4.1 一般 

A.4.1.1 表 A.1 又は表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を抑制するための手段を含むソフトウェアを必要

とするプログラム可能な電子回路は，ソフトウェアの安全関連データ及び安全関連セグメントにおける，

ソフトウェアに関する故障／エラーを制御（A.4.2）及び回避（A.5）するための手段を用いなければならな

い。 

注記 1 適切なシステム設計は系統的なエラーに対処し，また，適切なシステム構成は偶発的なエラー

に対処する。 

注記 2 ソフトウェアとハードウェア設計の基礎は，アプリケーションの機能（操作性）の解析であり，

その結果，アプリケーションに必要な制御フロー，データフロー及び時間関連の機能を明示的

に組み込んだ構造設計が得られる。これは，本質的なフェールセーフ，又は，この附属書によ
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る安全装置の設計によって保護される，直接的な安全上重要な機能をもった部品（例えば，こ

れらの関連する回路を備えたマクロプロセッサ等）によるシステム構成に結びつく。これらの

安全装置はハードウェア（例えば，ウォッチドッグ，電源電圧監視）に組み込まれ，ソフトウ

ェア（例えば，ROM テスト，RAM テスト）で補うことが可能である。これらの安全装置が完

全に独立した安全遮断を生じさせることが重要である。 

タイムスロットモニタを使用する場合，時間枠の上限値及び下限値の両方で感知できなければならない。

時間枠の上限値及び／又は下限値が変位する故障モードを，考慮しなければならない。表 A.2 に規定する

制御機能の場合には，主要な安全装置の単一故障によって安全装置が作動しなくなる可能性がある場合，

第二の安全装置を用意しなければならない。 

注記 3 これらの安全装置の反応時間は，関連した故障を許容する時間と等しいか，又は小さい。 

適合性は，検査及び A.4.2 から A.5.3 を含めた試験によって判定する。 

A.4.1.2 表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要とするプロ

グラム可能な電子回路は，次の構造のいずれかを備えていなければならない。 

・定期的自己診断及びモニタ付き単一チャネル（A.3.7） 

・比較付きデュアルチャネル（同質形）（A.3.3） 

・比較付きデュアルチャネル（異質形）（A.3.2） 

注記 デュアルチャネル構造間の比較は，次のいずれかによって実施することがある。 

・コンパレータの使用（A.3.13），又は 

・相互交換比較（A.3.26） 

A.4.1.3 表 A.1 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要とするプロ

グラム可能な電子回路は，次の構造のいずれかを備えていなければならない。: 

・機能試験付き単一チャネル（A.3.5） 

・定期的自己診断付き単一チャネル（A.3.6） 

・比較のないデュアルチャネル（A.3.1） 

表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェア構造は，表 A.1 に規定

する，故障／エラー状態を制御するためのソフトウェア手段を必要とする機能をもつ，プログラム可能な

電子回路にも適用可能である。適合性は，検査及び A.5.2.2 のソフトウェア構造の試験によって判定する。 

A.4.2 故障／エラー制御の手段 

A.4.2.1 比較付き冗長メモリを同じ部品の二つの領域に設ける場合，一方の領域のデータは他方の領域のデ

ータとは，異なる形式で保存しなければならない（A.3.47 のソフトウェア多様性参照）。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 

A.4.2.2 表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要とする機能

をもち，かつ，比較付きデュアルチャネル構造を用いるプログラム可能な電子回路は，比較によって検出

されない故障／エラーに対し，（定期的機能試験，定期的自己診断，又は独立モニタのような）別の故障／

エラー検出手段を備えていなければならない。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 
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A.4.2.3 表 A.1 又は表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要

とする機能をもつプログラム可能な電子回路は，外部の安全関連データバスに伝送するときにエラーを認

識し抑制する手段を備えていなければならない。そのような手段は，データ，アドレス指定，伝送タイミ

ング及びプロトコルのシーケンスにおけるエラーを考慮していなければならない。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 

A.4.2.4 表 A.1 又は表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要

とする機能をもつプログラム可能な電子回路は，表 A.1 又は表 A.2 に規定する安全関連セグメント及びデ

ータにおいて故障／エラーに対処する手段を備えていなければならない。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 

第三者機関による試験の場合には，製造業者の施設内でソースコードの検査をすることが望ましい。第

三者機関は，検査した元のソースコードの固有の識別子を記録している限り，実際のソースコードファイ

ルを入手する必要はない。 

表 A.1 – 一般的な故障／エラー状態 

構成部品 a) 故障／エラー 受入れ可能な手段 b）、c） 定義 

1 
CPU – 中央演算処理装置 
1.1 
レジスタ 

縮退故障 次の 1)～2) のいずれかによる。 － 
1) 機能試験 A.3.5 
2) 次のいずれかを用いる定期的自己診断： A.3.6 
－ 静的メモリ試験 A.3.38 
－ 単一ビット冗長性によるワードの保護 A.3.41 

1.2 
命令復号及び実行 

非該当 － － 

1.3 
プログラムカウンタ 

縮退故障 次のいずれかによる。 － 
機能試験 A.3.5 

定期的自己診断 A.3.6 
独立したタイムスロットモニタ A.3.21 
プログラム順序の論理的モニタ A.3.19 

1.4 
アドレス指定 

非該当 － － 

1.5 
データ経路命令復号 

非該当 － － 

2 
割込み処理及び実行 

“割込みなし”又は

“頻度の高すぎる割

込み” 

次のいずれかによる。 － 
機能試験 A.3.5 

タイムスロットモニタ A.3.21 
3 
クロック 

間違った周波数（水晶

同期クロックに対し

ては，高調波／副高調

波だけ） 

次のいずれかによる。 － 
周波数モニタ A.3.18 
タイムスロットモニタ A.3.21 

4 
メモリ 
4.1 
不変（／不揮発性）メモリ 

全ての単一ビット故

障 
次のいずれかによる。 － 

定期的変形チェックサム A.3.33 
多重チェックサム A.3.34 
単一ビット冗長性によるワードの保護 A.3.41 
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構成部品 a) 故障／エラー 受入れ可能な手段 b）、c） 定義 

4.2 
可変(／揮発性)メモリ 

DC 故障 次のいずれかによる。 － 
定期的静的メモリ試験 A.3.38 
単一ビット冗長性によるワードの保護 A.3.41 

4.3 
アドレス指定 
（可変／揮発性メモリ及び

不変／不揮発性メモリ関

連） 

縮退故障 単一ビット冗長性による，アドレスを含むワ

ードの保護 
A.3.41 

5 
内部データバス 
5.1 
データ 

縮退故障 単一ビット冗長性によるワードの保護 A.3.41 

5.2 
アドレス指定 

間違ったアドレス アドレスを含む単一ビット冗長性によるワー

ドの保護 

A.3.41 

6 
外部通信 
6.1 
データ 

全ての 1 ビットエラー

及び 2 ビットエラー

（ハミング距離 3） 

次のいずれかによる。 － 

多重ビット冗長性によるワードの保護 A.3.40 
CRC-単一ワード A.3.35 
転送冗長性 A.3.12 
プロトコル試験 A.3.25 

6.2 
アドレス 

間違ったアドレス 次のいずれかによる。 － 
多重ビット冗長性による，アドレスを含むワ

ードの保護 
A.3.40 

アドレスを含む CRC-単一ワード A.3.35 
転送冗長性 A.3.12 
プロトコル試験 A.3.25 

6.3 
タイミング 

間違ったタイミング 次のいずれかによる。 － 
タイムスロットモニタ A.3.21 
計画伝送 A.3.28 

6.3 
タイミング 

間違った順序 次のいずれかによる。 － 
論理的モニタ A.3.19 
タイムスロットモニタ A.3.21 
計画伝送 A.3.28 

7 
I/O（入出力）周辺 
7.1 
デジタル I/O 

縮退故障 6.1／6.2 参照の適用条件の信頼性検査 A.3.24 

7.2 
アナログ I/O 
7.2.1 
A/D－及び D/A－コンバー

タ 

縮退故障 6.1／6.2 参照の適用条件の信頼性検査 A.3.24 

7.2.2 
アナログマルチプレクサ 

間違いアドレス指定 信頼性検査 A.3.24 

8 
モニタ用デバイス及びコン

パレータ 

該当なし － － 

9 
カスタムチップ d) 例えば

静的及び動的機能仕

様を外れる出力 

定期的自己診断 A.3.6 
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構成部品 a) 故障／エラー 受入れ可能な手段 b）、c） 定義 

ASIC，GAL，ゲートアレイ 

表 A.1 は，A.2 から A.4.2.9 までの要求事項に従って適用する。 
縮退故障モデルは，開路又は不変信号レベルに相当する故障モデルを意味する。DC 故障モデルは，信号線間の

短絡を含む縮退故障モデルを意味する。N/A は，該当する故障／エラーが推定されないことを意味する。 
注 a) 故障／エラー評価に対して，幾つかの構成部品は，それらの副機能に分割される。 
注 b) 表中の各副機能に対して，表 A.2 の手段はソフトウェア故障／エラーを包含する。 
注 c) 一つの副機能に複数の手段を示す場合，これらは代替可能である。 
注 d) 必要に応じて，製造業者によって副機能に分割される（1～8 を包含しない）。 

 

表 A.2 – 特定の故障／エラー状態 

構成部品 a 故障／エラー 受入れ可能な手段 b c 定義 

1 
CPU－中央処理装置 
1.1 
レジスタ 

DC故障 次の1)～6)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長CPUの比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 内部エラー検出 A.3.17 
3) 比較付き冗長メモリ A.3.37 
4) 次のいずれかを用いる定期的自己診断 － 
－ ウォークパットメモリ試験 A.3.39 
－ アブラハム試験 A.3.31 
－ 透過性ガルパット試験 A.3.32 
5) 多重ビット冗長性によるワードの保護 A.3.40 
6) 静的メモリ試験及び単一ビット冗長性によ

るワードの保護 
A.3.38 
A.3.41 

1.2 
命令復号及び実行 

間違った復号及び

実行 

次の1)～3)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長CPUの比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 内部エラー検出 A.3.17 
3) 等価性クラス試験を用いる定期的自己診断 A.3.14 

1.3 
プログラムカウンタ 

DC故障 次の1)～2)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかを用いる定期的自己診断及び

モニタ 
A.3.7 

－ 独立タイムスロット及び論理的モニタ A.3.20 
－ 内部エラー検出 A.3.17 
2) 次のいずれかによる冗長機能チャネルの比

較 
－ 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 

1.4 
アドレス指定 

DC故障 次の1)～5)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長CPUの比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 内部エラー検出 A.3.17 
3) アドレス線の試験用パターンを使用する定

期的自己診断 
A.3.7 
A.3.30 
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構成部品 a 故障／エラー 受入れ可能な手段 b c 定義 

4) 全バス冗長性 A.3.8 
5) アドレスを含む多重ビットバスパリティ A.3.9 

1.5 
データバス命令復号 
 

DC故障及び実行 次のいずれかによる冗長CPUの比較 － 
相互交換比較 A.3.26 
独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
内部エラー検出 A.3.17 
試験用パターンを使用する定期的自己診断 A.3.7 
データ冗長性 A.3.11 
多重ビットバスパリティ A.3.9 

2 
割り込み処理及び実

行 

“割込みなし”又は

“異なる割込み源

に関連する頻度の

高すぎる割込み” 

次の 1)～2)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長機能チャネルの比

較 
－ 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 独立タイムスロット及び論理的モニタ A.3.20 

3 
クロック 

間違った周波数（水

晶同期クロックに

対しては，高調波／

副高調波だけ） 

次の 1)～3)のいずれかによる。 － 
1) 周波数モニタ A.3.18 
2) タイムスロットモニタ A.3.21 
3) 次のいずれかによる冗長機能チャネルの比

較 
－ 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 

4 
メモリ 

4.1 
不変（／不揮発性）メ

モリ 

全 情 報 エ ラ ー の

99.6 %の範囲 

次の 1)～4)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 比較付き冗長メモリ A.3.37 
3) 次のいずれかの CRC 検査 － 
－ 単一ワード A.3.35 
－ 二重ワード A.3.36 
4) 多重ビット冗長性によるワードの保護 A.3.40 

4.2 
可変（／揮発性）メモ

リ 

DC 故障及び動的ク

ロスリンク 

次の 1)～4)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 比較付き冗長メモリ A.3.37 
3) 次のいずれかを用いる定期的自己診断 － 
－ ウォークパットメモリ試験 A.3.39 
－ アブラハム試験 A.3.31 
－ 透過性ガルパット試験 A.3.32 
4) 多重ビット冗長性によるワードの保護 A.3.40 

4.3 
アドレス指定 
（可変／揮発性メモ

リ及び不変／不揮発

性メモリ関連） 

DC 故障 次の 1)～4)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 全パス冗長性試験用パターン A.3.8 
3) 次のいずれかの CRC 検査 － 
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構成部品 a 故障／エラー 受入れ可能な手段 b c 定義 

－ 単一ワード A.3.35 
－ 二重ワード A.3.36 
4) 多重ビット冗長性による，アドレスを含むワ

ードの保護 
A.3.40 

5 
内部データ経路 
5.1  
データ 

DC 故障  次の 1)～5)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較  － 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 多重ビット冗長性によるアドレスを含むワ

ードの保護 
A.3.40 

3) データ冗長性  A.3.11 
4) 試験用パターン  A.3.30 
5) プロトコル試験 A.3.25 

5.2  
アドレスの指定 

間違ったアドレス

及び多重アドレス

指定 
 

次の 1)～4)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較  － 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 多重ビット冗長性によるアドレスを含むワ

ードの保護 
A.3.40 

3) 全バス冗長性  A.3.8 
4) アドレスを含む試験用パターン  A.3.30 

6  
外部通信  

6.1 
データ 

全ての 1 ビットエ

ラー、2 ビットエラ

ー及び 3 ビットエ

ラー（ハミング距離

4） 

次の 1)～3)のいずれかによる。 － 
1) CRC-二重ワード  A.3.36 
2) データ冗長性  A.3.11 
3) 次のいずれかによる冗長機能チャネルの

比較  
－ 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 

6.2 
アドレス 

間違ったアドレス

及び多重アドレス

指定 

次の 1)～3)のいずれかによる。 － 
1) アドレスを含む CRC-二重ワード  A.3.36 
2) データ及びアドレスの全バス冗長性  A.3.8 
3) 次のいずれかによる冗長通信チャネル

の比較  
－ 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 

6.3 
タイミング 

間違ったタイミン

グ 

次の 1)～2)のいずれかによる。 － 
1) タイムスロット及び論理モニタ A.3.20 
2) 次のいずれかによる冗長通信チャネル

の比較  
－ 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13  

間違った順序 （間違ったタイミングと同じ選択肢） － 
7 
I/O（入出力）周辺 

7.1 DC 故障 次の 1)～6)のいずれかによる。 － 
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構成部品 a 故障／エラー 受入れ可能な手段 b c 定義 

デジタル I/O 1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較 － 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 入力比較 A.3.16 
3) 多重並列出力 A.3.22 
4) 出力検証 A.3.23 
5) 試験用パターン A.3.30 
6) コードの安全性 A.3.10 
適合条件は 6.1/6.2 による － 

7.2 
アナログ I/O 
7.2.1 
A/D 及び D/A 
コンバータ 

DC 故障 次の 1)～6)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較 － 
－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 入力比較 A.3.16 
3) 多重並列出力 A.3.22 
4) 出力検証 A.3.23 
5) 試験用パターン A.3.30 
適合条件は 6.1／6.2 による － 

7.2.2 
アナログマルチプレ

クサ 

間違ったアドレス

指定 

次の 1)～3)のいずれかによる。 － 
1) 次のいずれかによる冗長 CPU の比較 － 

－ 相互交換比較 A.3.26 
－ 独立ハードウェアコンパレータ A.3.13 
2) 入力比較 A.3.16 
3) 試験用パターン A.3.30 

8 
モニタ用デバイス及

びコンパレータ 

静的及び動的機能

仕様を外れる出力 

次のいずれかによる。 － 
試験済みモニタ A.3.29 
冗長モニタ及び比較 A.3.27 
エラー認識手段 A.3.15 

9 
カスタムチップ d) 
例えば ASIC，G AL, 
ゲートアレイ 

静的及び動的機能

仕様を外れる出力 

次のいずれかによる。 － 
定期的自己診断及びモニタ A.3.7 
比較付きデュアルチャネル（異質形） A.3.2 
エラー認識手段 A.3.15 

表 A.2 は，A.2～A.4.2.9 の要求事項を含めて適用する。 
DC 故障モデルは，信号線間の短絡を含む縮退故障モデルを意味する。 

注 a) 故障／エラー評価に対しては，幾つかの構成部品は，それらの副機能に分割される。 
注 b) 表中の各副機能に対して，ソフトウェアの手段が表 A.1 の故障／エラーを包含する。 
注 c) 一つの副機能に複数の手段を示す場合，これらは代替可能である。 
注 d) 必要に応じて，製造業者によって副機能に分割される（1-8 を包含しない）。 

A.4.2.5 表 A.1 又は表 A.2 に規定する，故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要

とする機能のあるプログラム可能な電子回路については，箇条 6 への適合性が阻害される前に故障／エラ

ーを検出しなければならない。 

適合性は，ソースコードの検査及び試験によって判定する。 

プログラム可能な電子回路が，表 A.2 に規定する故障／エラー状態を制御するソフトウェアに要求され

るデュアルチャネル構成を用いる場合，デュアルチャネル能力の喪失は，エラーとみなせる。 
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A.4.2.6 ソフトウェアは，動作シーケンス及び組み合わせたハードウェア機能の関連部分に参照文として引

用しなければならない。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 

A.4.2.7 メモリ位置指定にラベルを用いる場合，ラベルは一意的でなければならない。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 

A.4.2.8 使用者による安全関連セグメント及びデータの変更がないように，ソフトウェアを保護しなければ

ならない。 

適合性は，ソースコードの検査によって判定する。 

A.4.2.9 ソフトウェア及びその制御下にある安全関連ハードウェアは，箇条 6 への適合性が阻害される前

に初期化し，かつ，終了しなければならない。 

適合性は，ソースコードの試験によって判定する。 

A.5 エラー回避の手段 

A.5.1 一般 

表 A.1 又は表 A.2 に規定する故障／エラー状態を制御するための手段を含むソフトウェアを必要とする

機能のある PPC について，ソフトウェアの中のシステム故障を回避する次の手段を適用しなければならな

い。 

表 A.2 に規定する故障／エラー状態を制御する手段をもつソフトウェアは，表 A.1 に規定する故障／エ

ラー状態を制御することを要求されるソフトウェアとして，本来認められるものである。 

注記 表 A.3～表 A.7 の用語は，JIS C 0508-7 に基づいている。それらはこの規格の目的のための参考

情報であって，ここでは説明しない。 

A.5.2 仕様 

A.5.2.1 ソフトウェア安全要求事項 

ソフトウェア安全要求事項の仕様は次の内容を含んでいなければならない。 
 その応答時間(s)を含む，実装した各安全関連機能の説明 

－アプリケーションに関連する機能であって関連するソフトウェア故障に対する必要な制御を含む

もの 

－ソフトウェア又はハードウェア故障の検知，通知及び管理に関連する機能 

 ソフトウェアとハードウェアとの間のインタフェースの説明 

 安全に関する機能と安全に関連しない機能との間にあるインタフェースの説明 

 ソースコードからオブジェクトコードを生成するために用いるコンパイラの説明。これらは，ライブ

ラリ機能オプション，メモリモデル，最適化，SRAM の詳細，クロックレート及びチップの詳細のよ

うな，あらゆるコンパイラスイッチ設定の詳細を含む。 

実績のあるトラックレコードをもつ堅牢なコンパイラの選定に注意を払うことが望ましい。 
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 オブジェクトコードから実行可能ライブラリルーチンへのリンクに用いるあらゆるリンカーの説明 

適合性は，文書及び A.5.2.2.2 に規定する検査によって判定される。 

注記 これらの要求事項を満たす幾つかの手法／手段の例を，表 A.3 に示す。 

表 A.3－準形式手法 

手法／手段 参照情報 

準形式手法 

－ 論理的／機能的ブロック図 － 

－ シーケンス図 － 

－ 有限状態機械／状態遷移図 JIS C 0508-7:2017 の B.2.3.2 

－ 決定表／真値表 JIS C 0508-7:2017 の C6.1 

A.5.2.2 ソフトウェア構造 

A.5.2.2.1 ソフトウェア構造の仕様は次の側面を含まなければならない。 

・ ソフトウェア故障／エラーを制御するための手法及び手段（A.4.2 を参照） 

・ ハードウェアとソフトウェアとの間の相互作用 

・ 規定した安全機能のためのモジュールへの分割及びそれらの割り当て 

・ モジュールの階層及び呼出し構成（制御フロー） 

・ 割り込み処理 

・ データフロー及びデータアクセス上の制限 

・ データの構造及び保存 

・ シーケンス及びデータの時系列従属 

適合性は，文書及び A.5.2.2.2 に規定する検査によって判定する。 

注記 これらの要求事項を満たす幾つかの手法／手段の例を表 A.4 に示す。 

 

表 A.4－ソフトウェア構造仕様 

手法／手段 参照情報 

故障検知及び診断  JIS C 0508-7:2017 の C.3.1 

準形式手法  

－ 論理的／機能的ブロック図 － 

－ シーケンス図 － 

－ 有限状態機械／状態遷移図 JIS C 0508-7:2017 の B.2.3.2 

－ データフロー図 JIS C 0508-7:2017 の C.2.2 

A.5.2.2.2 構造の仕様は，ソフトウェア安全要求事項の仕様に対して，静的解析によって妥当性を確認し

なければならない。 

注記 静的解析方法の例を次に示す。 
• 制御フロー解析（JIS C 0508-7:2017 の C.5.9 参照） 

• データフロー分析（JIS C 0508-7:2017 の C.5.10 参照） 
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• ウォークスルー／設計レビュー（JIS C 0508-7:2017 の C.5.16 参照） 

A.5.2.3 モジュール設計及びコード化 

A.5.2.3.1 構造設計に基づいて，ソフトウェアを適切にモジュール化しなければならない。ソフトウェア

モジュールの設計及びコード化は，ソフトウェア構造及び要求に対し追跡可能な方法で実行しなければな

らない。 

適合性は，A.5.2.3.3 によって，及び文書の検査によって判定する。 

通常，コンピュータ支援設計ツールの使用は許容可能である。 

防衛的プログラミング（JIS C 0508-7:2017 の C.2.5 参照）を推奨する（例えば，範囲確認，0 による除算

の確認，妥当性の確認）。 

モジュール設計は，次の内容を規定することを推奨する。 
• 機能  

• 他のモジュールへのインタフェース  

• データ  

注記 これらの要求事項を満たす幾つかの手法／手段の例を表 A.5 に示す。 

 

表 A.5 モジュール設計仕様 

手法／手段 参照情報 

ソフトウェアモジュールの大きさ制限  JIS C 0508-7:2017 の C.2.9 
情報隠蔽／カプセル化  JIS C 0508-7:2017 の C.2.8 
サブルーチン及び機能の単一開始点／単一終了点  JIS C 0508-7:2017 の C.2.9 
完全に定義されたインタフェース  JIS C 0508-7:2017 の C.2.9 
準形式手法  
－ 論理的／機能的ブロック図 － 
－ シーケンス図 － 
－ 有限状態機械／状態遷移図 JIS C 0508-7:2017 の B.2.3.2 
－ データフロー図 JIS C 0508-7:2017 の C.2.2 

A.5.2.3.2 ソフトウェアコードを構造化しなければならない。 

適合性は，A.5.2.3.3 によって，及び文書の検査によって判定する。 

注記 1 通常，構造の複雑さは，次の原則を適用することによって最小化可能である。 
• ソフトウェアモジュールを通ることのできる経路の数を少なく，かつ，入力と出カとの間

のパラメータの関係を可能な限り単純にする。 

• 複雑な分岐を回避する。特に，より高水準の言語における無条件のジャンプ（GOTO）を

回避する。 

• 可能な場合，ループ制約及び分岐を入カパラメータに関連付ける。 

• 分岐及びループの判定条件に，複雑な計算を用いることを回避する。 

注記 2 これらの要求事項を満たす幾つかの手法／手段の例を表 A.6 に示す。 
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表 A.6－設計及びコード化規格 

手法／手段 参照情報 

コード化標準の使用  a) JIS C 0508-7:2017 の C.2.6.2 
動的オブジェクト及び変数の無使用 a) JIS C 0508-7:2017 の C.2.6.3 
割り込みの使用制限  JIS C 0508-7:2017 の C.2.6.5 
ポインタの使用制限  JIS C 0508-7:2017 の C.2.6.6 
再帰の使用制限  JIS C 0508-7:2017 の C.2.6.7 
高水準言語のプログラムにおける無条件ジャンプの無使用  JIS C 0508-7:2017 の C.2.6.2 
注 a) 実行前に全ての動的なオブジェクト及び／又は変数に十分なメモリが割り当てられることを保

証できるコンパイラを用いる場合，又はメモリの正しいオンライン割り当てのための実行時チェック

を挿入するコンパイラを用いる場合，動的なオブジェクト及び／又は変数の使用を認める。  

A.5.2.3.3 コード化済みのソフトウェアは，静的解析によってモジュール仕様に対して妥当性を確認しなけ

ればならない。モジュール仕様は，静的解析によって構造仕様に対して妥当性を確認しなければならない。 

A.5.3 ソフトウェアの妥当性確認 

ソフトウェアは，ソフトウェア安全要求仕様の要求事項に基づいて妥当性を確認しなければならない。

試験は，ソフトウェアの中心的な検証方法が望ましい。モデリング（抽象化）は確認行為（the validation 
activities）を補完するために使用してもよい。 

注記 1 妥当性確認とは，評価したり客観的な証拠を提供したりすることによって，特定の意図する用

途のための個別要求事項を満足するかを確認することである。したがって，例えばソフトウェ

アの妥当性確認は，評価したり客観的な証拠を提供したりすることによって，ソフトウェアが

ソフトウェア安全要求の仕様を満足しているかを，確認することである。 

適合性は，次のシミュレーションによって判定する。 
• 通常動作中に存在する入力信号  

• 予期される事象  

• システム全体の動作を必要とする望ましくない条件  

試験事例，試験データ及び試験結果を報告しなければならない。 

注記 2 これらの要求事項を満たす手法／手段の例を表 A.7 に示す。 

 

表 A.7－ソフトウェア安全の妥当性確認 

手法／手段 参照情報 

機能的及びブラックボックス試験  JIS C 0508-7:2017 の B.5.1 及び B.5.2 
－ 境界値解析 JIS C 0508-7:2017 の C.5.4 
－ プロセスシミュレーション JIS C 0508-7:2017 の C.5.18 
シミュレーション，モデリング  － 
－ 有限状態機械 JIS C 0508-7:2017 の B.2.3.2 
－ 性能モデリング JIS C 0508-7:2017 の C.5.20 
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附属書 B 
（参考） 

FMEA・FTA 解析 

B.1 FTA の結果 

制御装置には幾つかの危険が存在する可能性があるが，製造業者は，機器の安全性に影響を与える可能

性があるプログラム可能な部品で障害状態を識別し，文書化する。通常，特定した各危険性は，単純な文

を用いて記述する。評価には，安全機能に関連するセンサ及びアクチュエータを含む。 

注記 1 図 B.1 は，危険有害性情報の例：“継続的に導通している FET は，高温環境下で過熱の原因と

なる”。 

故障の木解析（FTA）は，危険が特定された後に，危険の原因を特定するトップダウンアプローチであ

る。このプロセスには，装置に関する相当量の詳細な知識が要求される。潜在的な不具合事象及びそれら

の故障の組合せがどのようにトップレベルの危険に影響を及ぼすかについての見識を与える。 

注記 2 潜在的な不具合事象の例には，次のようなものがある。 

・プログラムが誤った部分へ分岐してしまう，ソフトウェアの不具合 

・デバイスの入力信号又は出力信号を操作するプログラム可能な部品の故障 

・プログラム可能な部品の中のメモリの問題 

FTA 後，検出された各危険を引き起こす可能性のある故障条件は，FMEA 表を使用して記録する。 
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図 B.1－故障の木図の例 

 

B.2 FMEA の結果 

FMEA の結果は最低限，C22.2 No. 0.8-12, May 2012 の表 A.2 に従って文書化する。追加の詳細は，文書

の適切な箇所に記載してよい。FTA に記載した全ての条件は，この FMEA 表に含まれる。該当する場合，

安全関連のエラーメッセージを参照する。 

注記 解析は，通常，技術者が集まって行う。システムの各構成部品を順次解析して，その構成部品に

ついての一連の故障モード，これらの原因及び影響（局所的及びシステム全体の水準），検出手順

スイッチング FET M1/M2 が 

過熱される 

ハードウェア回路の障害によ

って，両方の FET が連続して

通電。（ハードウェア障害） 

MCU ハードウェアの障害によっ

て，両方の FET が連続して通電。 

（MCU ハードウェア障害） 

ソフトウェア障害によって，

両方の FET が連続して通電。

（ソフトウェアバグ） 

ピン出力ハードウェアが故障

で停止し，両方の FET が通電状

態になる。 

システムクロックが停止

し，ウォッチドッグタイマ

が機能しない間，両方の

FET は，通電状態になる。 

ソフトウェアが無限ループに固

定される間，両方の FET は，通

電状態になる。 

ソフトウェアは， 

無限ループに落ち込

んでいる。 

システムクロッ

ク障害（動作停

止） 

ウォッチドッグ

タイマ障害 

（機能しない） 

ピン出力のハード

ウェアが故障した

ことを検出する手

段が無い。 

ピン出力ハードウェアが

故障で停止し，両方の

FET が通電状態になる。 

両方の FET が

通電モードに

設定される。 
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並びに推奨事項を決定する。推奨事項に従って実施する場合，推奨事項を，実施する是正処置と

して文書化する。この手順の説明は，JIS C 0508-7:2017 の B.6.6.1 に記載されている。 

 
FMEA 表フォーマット 

FMEA の情報を文書化するフォーマットの一例が C22.2 No. 0.8-12, May 2012,の表 A.2 に示されている。

この表の情報は，通常，設計の進展に伴って完成され，記載された全ての故障モードをカバーする有用な

チェックリストとなる。もしソフトウェアが使用されているなら，FMEA による分析はソフトウェアの欠

陥が引き起こす潜在的な故障を包含する必要がある。故障の木で示された全ての故障は FMEA 表に記載さ

れている障害に含まれる。ハードウェア部品が適切に識別され，アーキテクチャブロック図，回路図など

の適切な図を参照する。 
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附属書 C 
（参考） 

プログラム可能な保護部品の識別の手引き 

 

PPC は，この規格による異常動作及び故障状態での制御装置の安全を確保するソフトウェアの安全機能

を備えるプログラム可能部品である。評価にはソフトウェア機能と関連するセンサ及びアクチュエータを

含む。 

注記 1 PPC は，例えば，異常状態の発生を検出し，機器の特定の回路及び制御装置全体を遮断するこ

とによって，危険な状態になることを防止するマイクロコントローラとすることが可能である。 

PPC は，例えば，綿密な回路図の検査による電気機器の安全指針の評価など，多くの異なる方法で識別

可能である。 

次のいずれかによって実用的な方法を使用して，制御装置にプログラム可能な保護コンポーネントが含

まれているかどうかを判断及び識別することが可能である。 

a) 疑義のあるプログラム可能部品を完全に無効にして，6.1 及び 6.2 に関連した試験を実施する。 

b) プログラム可能な部品で，可能な限り想定される全ての入出力条件を考慮し，最悪状態にする。 

c) プログラム可能部品に組み込まれたソフトウェア保護，ソフトウェア制御及びソフトウェア設定（全

て又はその組合せ）を無効又は／及び不活性にする。 

注記 2 手法 a)及び b)は，非公開の IC，ASIC，評価できないコード，その他の場合に用いることが可

能である。 

ソフトウェアには多くの信頼性機能があるが，そのうちの幾つかは安全性に影響を与える可能性がある

ということである。安全保護対策を特定する前に，綿密な解析と試験とが必要である。これは，この規格

の要求する安全ロバスト性評価基準を保証するためである。 

この附属書に示す状態において，制御装置が 6.2 に従い安全を維持する場合，この制御装置に PPC は存

在していない。しかしながら，制御装置が安全を維持しない場合，試験下にあるプログラム可能な部品は，

異常又は故障状態において不安全状態を防ぐと結論付けられるため，PPC の要求事項に適合しなければな

らない。 

PPC が特定されない場合，PPC の存在を識別又は排除するために選択した方法を，将来の参考とするた

めに明確に記録することが望ましい。例えば，プログラム可能部品に対して，どのような入出力信号が考

慮されたか（手段 b)），又は／及び，プログラム可能部品のどの機能のソフトウェアを無効にしたか（手段

c)）。FMEA（故障モード・影響解析）又は FTA（故障の木解析）手段が用いられる（附属書 B 参照）。 
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附属書 D 
（規定） 
リスク分類 

D.1 総則 

この附属書は，リスク頻度の区分及び安全リスクの危害の程度を定義する。JIS C 0508-5:2019 の附属書

C に ALARP 及び許容リスクの概念が記載されている。 

D.2 発生頻度 

安全リスクが発生する確率又は頻度の区分を，表 D.1 に定義する。 

次に従って，種々の方法で確率を計算することが可能である。 
・製品がリスクの発生にさらされる可能性 

・1 製品に 1 リスクが発生すると見込まれる，1 バッチ中の製品数 

・製品耐用期間中に，製品にリスクが発生すると見込まれる回数 

表 D.1－頻度の定義及び分類 
（JIS C 0508-5:2019 の附属書 C から） 

発生頻度 説明 
10-6 レベル 

（定量表現） 

頻繁に起こる  頻繁に，又は継続的に発生する =>105 
起こり得る  製品の耐用期間中に数回発生する 104 
場合によって起こる  製品の耐用期間中に起こりえる  1000 
起こりそうにもない 製品の耐用期間中に発生する可能性はあるが，起こりそうにない 100 
恐らく起こらない  製品の耐用期間中の発生は認識されないと想定され，相当起こり得ない 10 
絶対に起こらない  製品の耐用期間中に発生することは信じ難い <=1 

D.3 リスクの危害の程度 

安全リスクの危害の程度の分類を，表 D.2 に定義する。 

表 D.2－リスクの危害の程度の定義 

（JIS C 0508-5:2019 の附属書 C から） 
危害の程度 説明 
大惨事  複数の人が死亡又は重篤な傷害を負う可能性 
重大事故  死亡又は重篤な傷害を負う可能性 
小事故  傷害を負う可能性 
無視できる事故  傷害を負う可能性がほとんど，又は全くない 

 

D.4 リスク分類 
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全ての安全リスクの分類は，表 D.3 に従って“許容不可能”，“ALARP”又は“受容可能”のいずれかに

分類される。受容可能なリスクは，安全性評価時に考慮される社会の価値観に基づき，与えられた状況下

で許容可能なリスクである。許容不可能なリスクは，極めて重大で，完全に拒絶されるべきリスクである。

ALARP（“As low as is reasonably practicable”：合理的に実行可能な限り，できるだけ低くしなければならな

い）は，受容可能なリスクと許容不可能なリスクとの間に位置し，受容することによって生じる利益を考

慮し，さらに実用可能な最低レベルまで下げる必要がある。 

表 D.3－安全リスク分類 

発生頻度 
危害の程度 
大惨事 重大事故 小事故 無視できる事故 

頻繁に起こる 許容不可能  許容不可能  許容不可能  許容不可能  
起こり得る 許容不可能  許容不可能  ALARP ALARP 
場合によって起こる 許容不可能  ALARP ALARP ALARP 
起こりそうにもない ALARP ALARP ALARP 受容可能  
恐らく起こらない ALARP ALARP 受容可能  受容可能  
絶対に起こらない 受容可能  受容可能  受容可能  受容可能  

製造業者は，分類が次の要求事項を満足する状況であれば，安全リスクを分類するために異なる表又は

仕組みを使用してもよい。 
・いかなる事情においても正当化できない極めて重大なリスクが“許容不可能”に分類される。 

・“受容可能”に分類されるリスクは，安全性評価時の社会的，政治的及び経済的な価値を考慮し，その結

果に基づいて社会に受容される。 

製造業者は，使用する表又は仕組みの正当な理由を提供しなければならない。 

“許容不可能”及び“受容可能”以外の全ての分類は，この規格文脈中の“ALARP”として扱う。 
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